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①JERAのご紹介
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JERAの成り立ち～事業統合の歩み～

国際エネルギー市場で戦うことができるグローバルなエネルギー企業体を創出し、国際競争力あるエネルギーの安定供給と企
業価値の向上を同時実現することを目指し、東京電力と中部電力の燃料・火力部門が統合して誕生。

2015年4月

JERA設立

2015年10月

燃料輸送・燃料トレー

ディング事業統合

2016年7月

燃料上流・調達、海外発電・

エネルギーインフラ事業統合

2017年6月

国内火力発電事業等の統合

に係る合併契約書を締結

2018年5月

国内火力発電事業等の統合

に係る吸収分割契約を締結

2019年4月

国内火力発電事業等統合

2015年4月の会社設立から4年で統合範囲を段階的に拡大
設立10年目に突入
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⚫ 上流投資案件数

6件
⚫ LNG調達

16ヵ国

上流開発 燃料調達 輸送 受入・貯蔵基地 国内発電・海外発電 電力・ガス販売

⚫ LNGタンク容量（国内）

665万kl

⚫ 国内のLNGタンク容量の

約3割相当
⚫ LNG受入基地数（国内）

11ヵ所

⚫ 火力発電所 26ヵ所
⚫ 発電容量

約6,100万kW
日本最大

⚫ 発電電力量

約2,470億kWh
国内の発電電力量の約3割相当

⚫ プロジェクト件数

10ヵ国以上、約30件
⚫ 発電容量

約1,240万kW（持分出力）

⚫ 再生可能エネルギーによる発電容量

約320万kW（発電容量の内数）

国内発電 海外発電

総資産

約9.1兆円
LNG取扱規模（年間）

約3,500万t 世界最大級

売上高

約4.7兆円

最適化・

トレーディング
※上流開発案件

写真出典Chevron Australia

⚫ LNG輸送船団

23隻

⚫ 国内発電量の約3割を発電する国内最大の発電事業者。

⚫ 燃料上流・輸送・貯蔵（燃料基地の運営）・発電・卸売まで、バリューチェーン全体を保有

JERAのバリューチェーン
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JERAのミッション / ビジョン

• ミッション：世界のｴﾈﾙｷﾞｰ問題＝Sustainability、Affordability、Stability（ｴﾈﾙｷﾞｰﾄﾘﾚﾝﾏ）、の同時達成へのｿﾘｭｰｼｮﾝを導き出す

• ビジョン：2035年までに、再エネと低炭素火力を組み合わせた最先端のソリューションを世界へ提供
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②JERAゼロエミッション2050
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2020年10月に「JERAゼロエミッション2050」を策定

再生可能エネルギーと
ゼロエミッション火力の相互補完

国・地域に最適な
ロードマップの策定

スマート・トランジションの
採用

（今できることからやっていく）

「JERAゼロエミッション2050」の3つのアプローチ

1 2 3

※JERAゼロエミッション2050は、脱炭素技術の着実な進展と経済合理性、政策との整合性を前提としています。当社は、自ら脱炭素技術の開発を進め、経済合理性の確保に向けて主体的に取り組んでまいります。

• 「再生可能エネルギー」×「ゼロエミッション火力」で2050年CO2排出ゼロに挑戦

国内事業からのCO2排出量について、2013年度比で60％以上の削減を目指します。

JERA環境コミット2035

JERA環境コミット2035は政策との整合性およびその実現下における事業環境を前提としています
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JERAの日本国内のロードマップ

※政府が示す2030年度の長期エネルギー需給見通しに基づく、国全体の火力発電からの排出原単位と比べて。

水素発電

アンモニア発電

再生可能エネルギー
• 洋上風力を中心とした開発促進
• 蓄電池による導入支援

2030

CO₂
排出原単位

20%減※

2050

CO₂ 

排出ゼロ
に挑戦

非効率石炭火力停廃止
• 2030年までに非効率石炭火力（超臨界以下）を

全台停廃止

実証 技術的課題の解決

実証 20%本格運用開始

転換率

50%以上

専焼化

100%

本格運用
開始

H H

H
N

H

H

2035

CO₂
排出量

60％以上

削減

（2013年度比）
転換率
拡大

⚫ 非効率石炭火力停廃止／石炭・LNGから水素・アンモニアへの転換／再エネにより、日本国内事業のネットゼロに挑戦

⚫ ゼロエミッションへの道筋は、国・地域の状況に応じて異なる。最適なロードマップを海外にも順次展開
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碧南火力発電所でアンモニア20％転換実証試験を実施

⚫ 燃料アンモニアの20%転換を達成するとともに、燃料アンモニア転換前（石炭専焼）と比較して、窒素酸化物（NOx）は同等以下、硫黄
酸化物（SOx）は約20%減少したことを確認。

蒸気タービン

ボイラー

排煙脱硝装置
排煙

脱硫装置

脱硝装置は
現状設備で対応可能

揚運炭設備

アンモニア
タンカー

タンク
気化器 灰処理設備

石炭船

電気集塵装置

アンモニア
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③水素・アンモニア利用拡大に向けた取り組み
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水素・アンモニアバリューチェーンの構築に向けて

海上輸送 受入基地 ゼロエミ火力

水素・アンモニアバリューチェーン

天然ガス 水蒸気改質
＋CCS

再生可能エネルギー 水電解

アンモニア合成
水素キャリア化

製造・調達 輸送 受入・貯蔵、発電

製造・調達に関する協業検討 輸送に関する協業検討 発電に関する実証協業

⚫ 製造・調達：海外有力事業者との間でｸﾘｰﾝ水素・ｱﾝﾓﾆｱの大規模製造開発および調達の協業に関し協議を進める

⚫ 輸送：日本郵船、商船三井それぞれとの間で、大型アンモニア輸送船開発を含む輸送方法確立に向けて協業中
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発電
インフラを構築し、他産業での需要拡大を牽引

輸送
水素商用車・ｱﾝﾓﾆｱ燃料船等

化学・石油
化学品原料・産業用熱需要等

鉄鋼
水素還元製鉄

地産地消
非電化分野の脱炭素化

安価な余剰再エネ等を活用

発電用水素・アンモニアのサプライチェーンは水素社会のドアオープナー

発電需要
水素・アンモニア発電

産業需要
輸送、化学・石油

水素・アンモニアの国内導入イメージ

発電利用が需要拡大を牽引

• 水素・アンモニア燃料開始
• 導入量・地点拡大

地産地消（製造）

⚫ 火力発電所における大規模利用を起点に、インフラ整備のほか産業分野における利用を拡大
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産業分野におけるアンモニア利用の拡大を目指して

⚫ アンモニア燃料タグボート“魁”への世界初となるTruck to Ship方式でのアンモニア供給を本年7月より開始

⚫ 脱硝用アンモニアの商流を活用し、産業分野への供給第一例を実現

日本郵船、GI基金採択

2
1
/1

0

2
2
/7

日本郵船、AiP*取得

2
3
/1

2

日本郵船、レゾナックと
共同検討契約締結

2022/4
安全性評価
(Hazid)実施

2022 4Q 
Risk Assess 
実施

売買契約締結・発表式実施

2
4
/4

2
4

/7

2024/07/17 
初回バンカリング成功

2024/08/23
A-Tug 竣工
商業運航開始

2024 04 
A-Tug主機 完成

A-Tug 改造期間

2
4
/8

A-Tug 試運転期間

A-Tug主機 陸上燃焼試験完了

2
3
/5

世界初

供給 供給

発電所向け脱硝用アンモニア供給スキーム

※タグ運航会社

本牧ふ頭

※タグ所有会社

タグ所有・運航

※A-tug:アンモニア・タグボートの略

*Approval in Principal 
「基本設計承認」
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アジアにおけるクリーンエネルギー供給基盤の構築

14

タイ
➢ EGCO社とのエネルギートランジション分野での

協業（2022年4月）
➢ EGCO社とアンモニア利用に関する共同検討

（2023年1月）

➢ PTT社と水素・アンモニアサプライチェーン構築に
関する共同検討（2023年5月）

マレーシア
➢ IHI Asia Pacific社とのアンモニア利用拡大に

向けた共同検討（2022年10月）

フィリピン
➢ Aboitiz Power社の石炭火力におけるアンモニア

利用に関する共同検討（2023年2月）

シンガポール
➢ ジュロン・ポート社およびMHI-APとのアンモニア専焼ガスター

ビン発電事業の共同検討（2022年8月）

インドネシア
➢ 日揮HD・PLN社と火力発電所におけるCCS事業に

関する共同調査開始
（2023年10月）

➢ インドネシアにおける電力セクターの脱炭素ロードマップ
策定に向けた調査・支援（2021年11月）

ベトナム
➢ EVN社との脱炭素ロードマップ策定に関する協業

（2023年10月）

バングラデシュ
➢ サミット・パワー社との脱炭素ロードマップ策定に

関する協業（2022年4月）

韓国
➢ Lotte Fine Chemical社との水素・アンモニアバリュー

チェーン構築に向けた共同検討（2024年8月）

⚫ ア ジ ア の 旺 盛 な 経 済 発 展 を 支 え る エ ネ ル ギ ー の 安 定 供 給 と 脱 炭 素 の 両 立 に 向 け 、 国 ご と の
実情に応じた脱炭素ロードマップ策定支援等を展開



© JERA Co., Inc. All Rights Reserved.

JERAは、国内最大の発電事業者として、

そしてグローバルなエネルギー事業者として、

再生可能エネルギーとゼロエミッション火力を組み合わせ

2050年の脱炭素にチャレンジします

それぞれの国に合わせたやり方で

今できることから一歩ずつ




